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　今年10月から所得税・消費税・贈与税等に加えて相続税もｅ-Tax
による申告が可能となります。今年１月１日以降に相続等により
財産を取得した場合の申告が対象で、作成・送信できる帳票は「相
続税の総額の計算書」、「相続財産の種類別価額表」など。ただし、
納税猶予等の特例関係は対象外とされています。

e-Taxによる相続税の申告

9月の税務と労務9月 （長月）SEPTEMBER

16日 ・ 敬老の日
 23日 ・ 秋分の日
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国　税／ 8月分源泉所得税の納付 
 9月10日

国　税／ 7月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 9月30日

国　税／ 1月決算法人の中間申告 
 9月30日

国　税／ 10月、1月、4月決算法人の消
費税等の中間申告（年3回の
場合） 9月30日
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「
働
き
方
改
革
」
と
し
て
、
労
働
時

間
法
制
の
見
直
し
や
、
雇
用
形
態
に

関
わ
ら
な
い
公
正
な
待
遇
の
確
保
の

た
め
の
制
度
改
正
が
、
今
年
四
月
以

降
よ
り
順
次
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
こ
の
う
ち
、
派
遣
労
働
者

の
待
遇
差
を
解
消
・
改
善
す
る
た
め

の
派
遣
法
の
改
正
点
に
つ
い
て
お
伝

え
し
ま
す
。

一
　
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

　

不
合
理
な
待
遇
差
を
解
消
す
る
た

め
、次
の
い
ず
れ
か
の
方
式
に
よ
り
、

派
遣
労
働
者
の
待
遇
を
確
保
す
る
こ

と
が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
す
（
令
和
二

年
四
月
一
日
施
行
）。

①　

派
遣
先
均
等
・
均
衡
方
式

　

派
遣
先
が
派
遣
元
に
対
し
、
派
遣

先
の
労
働
者
の
待
遇
に
関
す
る
情
報

を
提
供
し
、
こ
れ
を
受
け
た
派
遣
元

が
、
派
遣
労
働
者
の
待
遇
の
検
討
・

決
定
を
す
る
も
の
で
す
。

②　

労
使
協
定
方
式

　

派
遣
元
事
業
主
が
、
過
半
数
労
働

組
合
又
は
労
働
者
の
過
半
数
代
表
者

と
の
労
使
協
定
を
締
結
し
、
こ
の
協

定
に
基
づ
い
て
待
遇
を
決
定
す
る
も

の
で
す
。

二
　
派
遣
先
均
等
・
均
衡
方
式

㈠
　
実
施
の
流
れ

　

派
遣
先
均
等
・
均
衡
方
式
は
、
次

の
手
順
で
行
い
ま
す
。

①　

比
較
対
象
労
働
者
の
待
遇
情
報

の
提
供
（
派
遣
先
か
ら
派
遣
元
に

対
し
て
提
供
）

　
「
比
較
対
象
労
働
者
」
と
は
、
派
遣

先
に
雇
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
で

あ
っ
て
、
業
務
の
内
容
と
責
任
の
程

度
（
以
下
「
職
務
内
容
」
と
い
い
ま

す
。）、
職
務
内
容
と
配
置
の
変
更
範

囲
が
、
派
遣
労
働
者
と
同
一
で
あ
る

と
見
込
ま
れ
る
も
の
を
い
い
ま
す
。

　

提
供
す
る
待
遇
情
報
に
つ
い
て
は

㈡
で
触
れ
ま
す
。

②　

派
遣
労
働
者
の
待
遇
の
検
討
・

決
定
（
派
遣
元
）

　

派
遣
元
事
業
主
は
、
派
遣
先
に
雇

用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
と
の
均
衡

を
考
慮
し
つ
つ
、
派
遣
労
働
者
の
職

務
の
内
容
、
職
務
の
成
果
、
意
欲
、

能
力
又
は
経
験
そ
の
他
の
就
業
の
実

態
に
関
す
る
事
項
を
勘
案
し
て
賃
金
※

を
決
定
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

※　

職
務
の
内
容
に
密
接
に
関
連
し

て
支
払
わ
れ
る
賃
金
以
外
の
賃
金

（
例
え
ば
、
通
勤
手
当
、
家
族
手

当
、
住
宅
手
当
、
別
居
手
当
、
子

女
教
育
手
当
）
を
除
き
ま
す
。

③　

派
遣
料
金
の
交
渉（
派
遣
先
は
、

派
遣
元
が
均
等
・
均
衡
を
遵
守
で

き
る
よ
う
配
慮
）

④　

労
働
者
派
遣
契
約
の
締
結
（
派

遣
元
と
派
遣
先
）

　

派
遣
元
事
業
主
は
、
派
遣
先
か
ら

①
の
情
報
提
供
が
な
い
と
き
は
、
派

遣
先
と
の
間
で
労
働
者
派
遣
契
約
を

締
結
し
て
は
い
け
ま
せ
ん
。

⑤　

派
遣
労
働
者
へ
の
説
明
（
派
遣

元
）

⑥　

派
遣
労
働
者
か
ら
求
め
が
あ
っ

た
場
合
は
、
比
較
対
象
労
働
者
と

の
待
遇
の
相
違
等
の
説
明
（
派
遣

元
）

㈡
　
派
遣
先
か
ら
派
遣
元
へ
の
情
報

の
提
供

　

比
較
対
象
労
働
者
を
選
定
し
た
派

遣
先
は
、「
待
遇
に
関
す
る
情
報
」

と
し
て
次
の
①
か
ら
⑤
の
情
報
を
派

遣
元
に
対
し
提
供
し
ま
す
。

①　

比
較
対
象
労
働
者
の
職
務
内
容
、

職
務
内
容
と
配
置
の
変
更
範
囲
並

び
に
雇
用
形
態

②　

比
較
対
象
労
働
者
の
選
定
理
由

③　

比
較
対
象
労
働
者
の
待
遇
の
そ

れ
ぞ
れ
の
内
容
（
昇
給
、
賞
与
そ

の
他
の
主
な
待
遇
が
な
い
場
合
に

は
、
そ
の
旨
を
含
む
。）

④　

比
較
対
象
労
働
者
の
待
遇
の
そ

れ
ぞ
れ
の
性
質
及
び
当
該
待
遇
を

行
う
目
的

⑤　

比
較
対
象
労
働
者
の
待
遇
の
そ

れ
ぞ
れ
を
決
定
す
る
に
当
た
っ
て

考
慮
し
た
事
項

㈢
　
待
遇
情
報
の
提
供
に
関
す
る
留

意
点

　

情
報
提
供
の
方
法
や
保
存
そ
の
他

の
留
意
点
は
次
の
と
お
り
で
す
。

・　

情
報
提
供
は
、
書
面
の
交
付
等

（
書
面
の
交
付
、
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
、

電
子
メ
ー
ル
等
）
に
よ
り
行
わ
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

・　

派
遣
元
事
業
主
は
提
供
さ
れ
た

書
面
等
、
派
遣
先
は
当
該
書
面
等

の
写
し
を
労
働
者
派
遣
が
終
了
し

た
日
か
ら
三
年
を
経
過
す
る
日
ま

で
保
存
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

三
　
労
使
協
定
方
式

㈠
　
実
施
の
流
れ

　

労
使
協
定
方
式
は
、
次
の
手
順
で

派
遣
労
働
者
の

　公
正
な
待
遇
の
確
保

　
　
　  〜
働
き
方
改
革
〜

派
遣
労
働
者
の

　公
正
な
待
遇
の
確
保

　
　
　  〜
働
き
方
改
革
〜



3─９月号

行
い
ま
す
。

①　

通
知
で
示
さ
れ
る
最
新
統
計（
毎

年
六
～
七
月
に
職
種
ご
と
の
賃
金

等
が
示
さ
れ
る
予
定
）
を
確
認

②　

労
使
協
定
の
締
結
（
派
遣
元
）

　

過
半
数
労
働
組
合
又
は
過
半
数
代

表
者
（
過
半
数
労
働
組
合
が
な
い
場

合
に
限
り
ま
す
。）
と
派
遣
元
事
業

主
と
の
間
で
一
定
の
事
項
（
後
述
）

を
定
め
た
労
使
協
定
を
書
面
で
締
結

し
、
労
使
協
定
で
定
め
た
事
項
を
遵

守
し
て
い
る
と
き
は
、
一
部
の
待
遇

※
を
除
き
、
こ
の
労
使
協
定
に
基
づ

き
待
遇
が
決
定
さ
れ
ま
す
。

※　

労
使
協
定
方
式
を
採
用
す
る
場

合
で
あ
っ
て
も
、
一
定
の
教
育
訓

練
、
給
食
施
設
、
休
憩
室
及
び
更

衣
室
の
待
遇
は
、
派
遣
先
の
通
常

の
労
働
者
と
の
均
等
・
均
衡
を
確

保
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

③　

労
使
協
定
の
周
知
・
報
告
（
派

遣
元
）

　

労
働
者
に
対
す
る
周
知
と
行
政
機

関
へ
の
報
告
を
行
い
ま
す
。

　

周
知
は
、
書
面
の
交
付
や
イ
ン
ト

ラ
ネ
ッ
ト
で
常
時
確
認
で
き
る
方
法
、

見
や
す
い
場
所
へ
の
掲
示
等
の
方
法

に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

行
政
機
関
へ
の
報
告
は
、
毎
年
度

六
月
三
十
日
ま
で
に
提
出
す
る
事
業

報
告
書
に
労
使
協
定
を
添
付
し
、
労

使
協
定
方
式
の
対
象
と
な
る
派
遣
労

働
者
の
職
種
ご
と
の
人
数
・
賃
金
額

の
平
均
額
を
報
告
し
ま
す
。

④　

比
較
対
象
労
働
者
の
待
遇
情
報

の
提
供
（
派
遣
先
）

　

派
遣
先
は
、
次
の
ア
、
イ
の
情
報

を
派
遣
元
に
対
し
て
提
供
し
ま
す
。

ア　

派
遣
労
働
者
と
同
種
の
業
務
に

従
事
す
る
派
遣
先
の
労
働
者
に
対

し
て
、
業
務
の
遂
行
に
必
要
な
能

力
を
付
与
す
る
た
め
に
実
施
す
る

教
育
訓
練

イ　

給
食
施
設
、
休
憩
室
、
更
衣
室

⑤　

派
遣
料
金
の
交
渉（
派
遣
先
は
、

派
遣
元
が
労
使
協
定
を
遵
守
で
き

る
よ
う
配
慮
）

⑥　

労
働
者
派
遣
契
約
の
締
結
（
派

遣
元
と
派
遣
先
）

　

派
遣
元
事
業
主
は
、
派
遣
先
か
ら

④
の
情
報
提
供
が
な
い
と
き
は
、
派

遣
先
と
の
間
で
労
働
者
派
遣
契
約
を

締
結
し
て
は
い
け
ま
せ
ん
。

⑦　

派
遣
労
働
者
に
対
す
る
説
明（
派

遣
元
）

⑧　

派
遣
労
働
者
か
ら
求
め
が
あ
っ

た
場
合
は
、
労
使
協
定
の
内
容
を

決
定
す
る
に
当
た
っ
て
考
慮
し
た

事
項
等
の
説
明
（
派
遣
元
）

㈡
　
労
使
協
定
に
定
め
る
事
項

　

労
使
協
定
の
締
結
に
あ
た
っ
て
は
、

①
か
ら
⑥
の
す
べ
て
の
事
項
を
定
め

る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
う
ち
②
か
ら

⑤
ま
で
を
遵
守
し
て
い
な
い
場
合
は
、

「
労
使
協
定
方
式
」は
適
用
さ
れ
ず
、

「
派
遣
先
均
等
・
均
衡
方
式
」
と
さ

れ
る
こ
と
に
注
意
が
必
要
で
す
。

①　

労
使
協
定
の
対
象
と
な
る
派
遣

労
働
者
の
範
囲

②　

賃
金
の
決
定
方
法
（
次
の
ア
及

び
イ
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。）

ア　

派
遣
労
働
者
が
従
事
す
る
業
務

と
同
種
の
業
務
に
従
事
す
る
一
般

労
働
者
の
平
均
的
な
賃
金
の
額
と

同
等
以
上
の
賃
金
額
と
な
る
も
の

イ　

派
遣
労
働
者
の
職
務
の
内
容
、

成
果
、
意
欲
、
能
力
又
は
経
験
等

の
向
上
が
あ
っ
た
場
合
に
賃
金
が

改
善
さ
れ
る
も
の

③　

派
遣
労
働
者
の
職
務
の
内
容
、

成
果
、
意
欲
、
能
力
又
は
経
験
等

を
公
正
に
評
価
し
て
賃
金
を
決
定

す
る
こ
と

④　

派
遣
元
事
業
主
の
通
常
の
労
働

者
（
派
遣
労
働
者
を
除
く
）
と
の

間
に
不
合
理
な
相
違
が
な
い
待
遇

（
賃
金
を
除
く
）
の
決
定
方
法

⑤　

労
使
協
定
の
対
象
と
な
る
派
遣

労
働
者
に
対
し
て
段
階
的
・
計
画

的
な
教
育
訓
練
を
実
施
す
る
こ
と

⑥　

そ
の
他

・　

有
効
期
間
（
二
年
以
内
が
望
ま

し
い
）

・　

労
使
協
定
の
対
象
と
な
る
派
遣

労
働
者
の
範
囲
を
一
部
に
限
定
す

る
場
合
は
、
そ
の
理
由

・　

特
段
の
事
情
が
な
い
限
り
、
一

の
労
働
契
約
の
期
間
中
に
派
遣
先

の
変
更
を
理
由
に
、
協
定
の
対
象

と
な
る
派
遣
労
働
者
で
あ
る
か
否

か
を
変
え
よ
う
と
し
な
い
こ
と

四
　
そ
の
他
の
留
意
点

　

派
遣
元
事
業
主
と
派
遣
先
の
間
で

締
結
す
る
労
働
者
派
遣
契
約
に
記
載

す
る
事
項
に
、
次
の
①
、
②
が
追
加

さ
れ
、
派
遣
元
事
業
主
に
よ
る
就
業

条
件
等
の
明
示
事
項
に
つ
い
て
は
、

①
の
事
項
が
追
加
さ
れ
ま
す
。

①　

派
遣
労
働
者
が
従
事
す
る
業
務

に
伴
う
責
任
の
程
度

②　

労
使
協
定
方
式
の
対
象
と
な
る

派
遣
労
働
者
に
限
る
か
否
か

　

こ
こ
で
掲
げ
た
も
の
以
外
に
も
、

改
正
に
伴
い
派
遣
元
・
派
遣
先
が
講

ず
べ
き
と
さ
れ
る
も
の
が
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
詳
細
は
都
道
府
県
労
働

局
や
、
厚
生
労
働
省
Ｈ
Ｐ
の
パ
ン
フ

レ
ッ
ト
等
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。



９月号─4

　障害年金の受給者が行うこととされてい
る手続きのうち、障害状態確認届（診断書）
については発送時期、診断書の作成期間が
変更され、20歳前障害基礎年金について
は所得審査の方法等が変更されました。
１　障害状態確認届（診断書）
　障害状態確認届（診断書）の作成期間が
提出期限３か月以内（従来１か月以内）に
拡大されました。これまで誕生月の前月末
頃に送付されていた障害状態確認届（診断
書）の用紙は、誕生月の３か月前の月末に
日本年金機構より送付されます。
　なお、仮に障害の状態が悪化している場
合でも、年金額の改定は提出期限（誕生日
の属する月の末日）の翌月からとされます。
２　障害給付額改定請求書
　これまで障害給付額改定請求書には、提
出する日前１か月以内の障害の状態を記入
した診断書を添えることとされていました。

　今後は提出する日前３か月以内の障害の
状態を記入した診断書を添えればよいこと
とされました。
３　20歳前傷病による障害年金受給者
⑴　所得状況届
　日本年金機構が市区町村から所得情報
の提供を受けることとなり、所得状況届
（ハガキ）は、今後は原則として不要と
されました。ただし、日本年金機構が前
年分の所得情報の提供を受けられないと
きは、これまでどおり所得状況届の提出
が必要となり、受給者に対し届出に関す
る必要な案内が送付されます。
⑵　障害状態確認届（診断書）の提出時期
　これまで障害状態確認届（診断書）は
毎年７月末までに提出することとされて
いましたが、今後は誕生月の末日までに
提出することとされました。
　前記１と３⑵は、提出期限が令和元年
8月以降となる方が対象とされ、２の取
扱いは令和元年８月以降の請求分が対象
とされています。

障害年金受給者の手続き変更

　行政手続に要する事業者の作業時間を削
減するために電子申請の利用促進が図られ、
その取組の一環として、令和２年４月より、
特定の法人が行う社会保険・労働保険の一
部の手続きは、電子申請により実施するこ
ととされました（災害その他一定の理由に
該当するときは、電子申請によらない方法
も認められます）。
　特定の法人には、次のものが該当します。
・資本金、出資金又は銀行等保有株式取得
機構に納付する拠出金の額が１億円を超
える法人
・相互会社（保険業法）
・投資法人（投資信託及び投資法人に関す
る法律）
・特定目的会社（資産の流動化に関する法
律）
　対象となる手続きの例として、社会保険
の算定基礎届・賞与支払届、労働保険料の
申告、雇用保険の被保険者資格取得、喪失
届などがあります。

特定の法人の電子申請義務化　
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